
1

2023年2月14日
広域系統整備委員会事務局

第66回 広域系統整備委員会
資料2

中西地域の広域連系系統に係る計画策定プロセス

― 中地域交流ループの工事内容等について ―
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１．中地域交流ループの工事内容等について（確認）

２．整備計画具体化に向けた作業会の実施状況（報告）

今回ご確認等いただきたい事項
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◼ 中地域交流ループに関しては、既設BTBの装置保守期限を踏まえ、 2026年度当初の運開
を目指して、2022年度から電磁誘導対策工事に先行着手している。
また、2023年度からは給電システム改修等の工事に着手予定。これにより、予定するほぼ全
ての工事に着手することとなる。

◼ 前回の第65回広域系統整備委員会（2022年12月16日）では、中地域交流ループが現
在検討を進めている整備計画において考慮されることを踏まえ、これら中地域交流ループに必要
な工事の実施に当たっては、広域機関事務局にて工事内容等を確認した上で、本委員会で
改めて方向性や工事内容等についてご審議いただくこととした。

◼ 本日は、この中地域交流ループの工事内容等についてご確認いただきたい。



4（参考）第60回広域系統整備委員会（2022年4月8日）資料1-2抜粋



5（参考）第65回広域系統整備委員会（2022年12月16日）資料２抜粋



6（参考）第65回広域系統整備委員会（2022年12月16日）資料２抜粋



7（参考）第65回広域系統整備委員会（2022年12月16日）資料２抜粋



8
１．中地域交流ループの工事内容等について

工事内容・工事費について（確認）

◼ 中地域交流ループ実施に必要となる工事内容・工事費について以下のとおり確認した。

◼ 工事費については、その抑制のためコスト低減方策を最大限考慮しており、例えば、短絡容量対策につい
て、機器取替となれば十億円オーダーの工事費を要するところ、調査結果を踏まえ機器改造等の対応に変
更するなど工夫を行っている。

◼ また、工事費の大宗を占める電磁誘導対策については、対象範囲が広範囲に及ぶことに加え、送電線経
過地近傍に市街部が点在していることにより、対策が必要な通信線路数が多いとの事情に起因しているこ
とを確認している。

◼ なお、中地域交流ループ実施に伴い、下記工事費の他に、既設南福光BTBの撤去工事が必要となる。こ
の撤去工事の範囲や工事費については、既設設備所有者にて詳細確認中である。

工 事 概 要 工事費（億円）

電磁誘導対策※ 交流ループ化に伴う地絡電流増加に対する通信設備対策工事（通信事業者
による補償金工事）

49

給電システム改修 交流ループ化に伴う給電システム改修工事など
給電ｼｽﾃﾑ改修、通信回線増設、広域需給調整ｼｽﾃﾑ改修

24

安定化装置改造 既設安定化装置改造 3

短地絡容量対策 交流ループ化に伴う短地絡電流増加に対する開閉器類の遮断能力の向上 1

INV負荷遮断検出
装置設置等

交流ループ化に伴い、飛騨変換所の安定運転解析ならびに飛騨変換所向けの
INV負荷遮断装置を南福光端にも設置

3

計 80

※ 中部関西間第二連系線による電磁誘導対策費（5億円）を含む。なお、電磁誘導対策の一部については調査工事段階にあり、
通信事業者による最新の状況を踏まえた通信線路の詳細調査等によって工事費用が変動する可能性がある。



9（参考）電磁誘導対策について

◼ 送電線故障時の近隣の通信線路の作業員の感電や通信障害等を防ぐために、一般送配電事業者が算
定した通信線の誘導電圧に基づき、通信事業者にて対策を検討し実施する。

◼ 調査や対策実施に関わる費用は、協定に基づき一般送配電事業者が負担する。

第60回広域系統整備委員会（2022年4月8日）資料1-2抜粋
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１．中地域交流ループの工事内容等について

工期について（確認）

◼ 中地域交流ループにおいて工期の支配的要因となるのは、2022年度に着手済みの電磁誘導対策であり、
最短で4年程度の工期を想定している。

◼ これまでの広域系統整備計画における送電線新設等を起因とした電磁誘導対策における工程も、4～5年
程度の想定となっている点を踏まえれば、中地域交流ループ化に起因する電磁誘導対策の必要工期4年
程度は妥当と考える。

第60回広域系統整備委員会（2022年4月8日）資料1-2抜粋

電磁誘導対策が工期の支配的要因
（最短で４年程度）
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１．中地域交流ループの工事内容等について

今後の進め方

◼ 中地域交流ループについては、既設BTBの装置保守期限を踏まえ、既設設備の運用変更に
よる対策を行うものであり、大規模な送変電工事を伴うものではない。既設設備を所有する中
地域３社（中部PG、北陸送配電、関西送配電）が工事内容を精査しながら進めており、工
事を実施する上での技術的課題も特に認められないところ。

◼ このため、引き続き中地域３社による工事の実施が合理的であると考えられ、中地域３社の了
解のもと、本確認内容を前提として、2026年度当初の交流ループ化の実現を目指し工事を
進めて行く。

◼ なお、この中地域交流ループについては、現在検討中である中部関西間連系線増強を含めた
中地域全体の整備計画の中で考慮していく。
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第１回 作業会（10/3）
（東地域・中西地域合同）

２．整備計画具体化に向けた作業会の実施状況（報告）
各作業会の主な議題を報告

第２回 中西地域作業会（10/28）第２回 東地域作業会（10/24）

第３回 中西地域作業会（11/29）
（中地域作業部会と合同開催）
・中地域交流ﾙｰﾌﾟにおける先行着手件名について
・西地域作業部会の検討状況について
・ﾒｰｶｰﾋｱﾘﾝｸﾞの実施状況と予定について

など

第４回 中西地域作業会（2/1）
（西地域作業部会と合同開催）
・関門連系線増強に関する検討状況の共有について
・中地域作業部会の検討状況について
・メーカーヒアリング結果の共有について

など

第３回 東地域作業会（12/5）
・ケーブルルートの実現性評価・変換器機器構成
について広域系統整備委員会への報告内容確認

・作業部会の実施状況の確認（ケーブル関係３回、
変換器関係３回、既存インフラ活用１回、

系統影響評価１回） など

第４回 東地域作業会（1/12）
・作業部会の実施状況確認（変換器関係１回、
既存インフラ関係１回）

・検討課題とスケジュールの再確認
・系統構成案作成に向けた作業状況報告
・メーカーへの追加ヒアリングの予定 など



13（参考）整備計画具体化に向けた検討体制の構築について ～実施事項と体制～
（第63回 広域系統整備委員会資料）

広域系統整備委員会

作業会の名称案 整備計画具体化に向けた作業会（東地域・中西地域）

実施事項 ６スライドに例示した技術課題の検討、実現性の高い増強方策案の検討、広
域系統整備委員会への報告

情報の取り扱い 機微な情報を扱うため、参加者に守秘義務を課し、議事は原則として非公開

開催期間 2022年9月～基本要件策定まで（基本要件策定時点で継続要否を判断）

理事会

検討指示 報告

設置・諮問 答申

検討指示 報告

・作業会報告を踏まえて作成した基本要件案の審議

◼ 前頁に例示した技術課題を検討する場として、本委員会の下部に作業会を設置し、基本要件
の基となる実現性の高い増強方策案を検討することとしたいが如何か。

整備計画具体化に向けた作業会
（東地域）

整備計画具体化に向けた作業会
（中西地域）

＜検討事項＞
・実現性や保守性などを踏まえた増強方策案の検討
・増強方策の工夫の余地の検討
・メーカーなどのヒアリングによる増強方策案の評価※

※東地域は机上FS実施者、海域実地調査実施者のヒアリングも予定


